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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 (千円) 84,514 103,243 144,508 197,409 271,963 

経常利益又は経常損失

（△） 
(千円) 942 △4,211 5,485 22,946 28,518 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△） 
(千円) △282 △7,152 2,816 14,181 13,253 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 187,200 210,575 210,575 187,200 210,575 

発行済株式総数 (株) 2,724 3,274 3,274 2,724 3,274 

純資産額 (千円) 221,134 287,397 307,405 235,597 307,937 

総資産額 (千円) 234,972 300,882 326,156 249,267 359,726 

１株当たり純資産額 (円) 81,179.92 87,781.79 93,893.05 86,489.52 94,055.34 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は１株当た

り中間純損失金額（△） 

(円) △103.55 △2,188.65 860.28 5,206.05 4,051.85 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
(円) － － 807.50 － 3,549.44 

１株当たり配当額 (円) － － － 1,000 1,000 

自己資本比率 (％) 94.1 95.5 94.3 94.5 85.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 5,112 3,414 △1,990 22,337 38,751 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △51,960 △7,342 △15,490 △58,032 △22,529 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － 53,618 △3,078 － 53,618 

現金及び現金同等物の中

間期末(期末)残高 
(千円) 147,088 207,931 207,522 158,241 228,082 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

18 

(9) 

23 

(13) 

21 

(26) 

15 

(12) 

23 

(24) 



３．当社は持分法適用会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりませ

ん。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権を発行しておりますが、第９期

以前は、当社株式は非上場であったため平均株価が把握できないこと、また第10期中間期については、１株

当たり中間純損失であることから記載をしておりません。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社にお

ける異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー）は、当中間会計期間の平均人員（１日８時間換算）を（ ）外数で記載しておりま

す。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 21（26）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 (1）業績 

   当中間会計期間におけるわが国経済は、個人消費については底堅く推移し、企業収益は改善、設備投資につい

  ても多少弱い動きはみられるものの基調として増加しており、景気は引き続き緩やかな拡大が続いておりま 

  す。しかし、一方では地方経済の回復力には依然として格差があり、北海道内におきましては、設備投資は増加

  しているものの、公共投資は減少傾向にあり、雇用・所得環境は横ばいで推移していることから今後の景気動向

  は予断を許さない状況であります。 

   当業界におきましては、企業の効率化、省力化及び企業リスクへの対応の重要性がより増加しており、今後、

  企業価値の向上の手段の一つとしてのアウトソーシングのニーズはより一層高まっていくと考えております。 

   そこで当社は、経営方針にある「お客様への価値あるサービスの提供」として、顧客企業に対し給与計算に係

  る人材、時間等の経営資源をより価値の高い本来業務へ転換していただくことによるコストの削減、顧客企業内

  からの個人情報の漏洩への対策等企業リスクの回避という観点から、給与計算アウトソーシングの提案を行って

  まいりました。また、業容拡大及び事業推進計画体制の効率化を図ることを目的とし、平成19年６月１日に組織

  変更を行い、体制の強化を行いました。 

   以上の結果、当中間会計期間の業績については、売上高は144,508千円（前年同期比40.0％増）、営業利益は 

  5,124千円（同22.6％増）、経常利益は5,485千円（前年同期は経常損失4,211千円）、税引前中間純利益は 

   5,488千円（前年同期は税引前中間純損失8,461千円）及び中間純利益は2,816千円（前年同期は中間純損失7,152

  千円）となりました。 

   事業の種類別の業績は次のとおりであります。 

  ペイロール事業において、アライアンスパートナーの拡充及び本州地区における営業力強化を図ったことによ 

  り、新規顧客39社を獲得、地方税処理業務についても大量の受託ができ、同時に本州地区の売上高を大きく伸ば

  すことができました。 

  

 (2）キャッシュ・フロー 

    当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による支出1,990千円、 

    投資活動による支出15,490千円及び財務活動による支出3,078千円により前事業年度末に比べて20,559千円減少 

    し、当中間会計期間末には、207,522千円となりました。 

    当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    営業活動の結果使用した資金は1,990千円（前中間会計期間は3,414千円獲得）となりました。これは主に税

   引前中間純利益5,488千円の計上、減価償却費4,187千円の計上があった一方、法人税等の支払い7,023千円が

   あったことによるものであります。 

 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    投資活動の結果使用した資金は15,490千円（前中間会計期間は7,342千円使用）となりました。これは主に 

   定期預金の払戻しによる収入40,000千円があった一方、有形固定資産の取得による支出14,516千円、無形固定

   資産の取得による支出39,574千円によるものであります。 

 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    財務活動の結果使用した資金は3,078千円（前中間会計期間は53,618千円獲得）となりました。これは、配

   当金の支払いよる支出3,078千円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。なお、ペイロール事業については、毎月定期的に給与計算等を行うことにより売上が計

上される継続取引であるため記載を省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。 

    （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割

              合は次のとおりであります。 

         ２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ペイロール事業（千円） 144,508 40.0 

合計（千円） 144,508 40.0 

  相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  三菱総研ＤＣＳ株式会社 － － 14,697 10.2 

  
株式会社アコーディア・

ゴルフ 
11,724 11.4 12,124 8.4 

  
株式会社アインファーマ

シーズ 
10,845 10.5 11,144 7.7 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、拡充についての重要な変更は、次

のとおりであります。 

 ペイロール部門において、給与計算業務の基幹ソフトウェアを新設する計画については、仕様の変更等により

計画の一部を変更し、無形固定資産の投資予定金額を当初の41,800千円から75,600千円としました。 

  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 10,000 

計 10,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 
    （株） 

（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 3,274 3,274 
札幌証券取引所 

アンビシャス市場 
－ 

計 3,274 3,274 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成15年12月26日臨時株主総会決議 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 663 663 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 663 663 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 78,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年２月１日 

至 平成25年１月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額   78,000 

資本組入額  50,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受 

 けた者は、権利行使時に 

 おいても当社又は当社グ 

 ループ役員もしくは当社 

 又は当社グループ従業員 

 の地位にあることを要す 

 る。ただし、定年退職そ 

 の他正当な理由のある場 

 合にはこの限りでない。 

 また、協力関係にある取 

 引先については、新株予 

 約権発行の取締役会決議 

 により、当社と割当者と 

 の間に締結する「新株予 

 約権割当契約」に定める 

 ところによる。 
同左 

② 対象者の相続人による 

 新株予約権の行使は認め 

 られないものとする。た 

 だし、対象者が業務上の 

 災害等で死亡した場合 

 は、対象者の相続人が新 

 株予約権を行使すること 

 ができるものとする。 

③ 新株予約権の譲渡、質 

 入その他の処分は認めな 

 い。 

④ その他権利行使の条件 

 は、新株予約権発行の取 

 締役会決議に基づき、 

 「新株予約権割当契約」 

 に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡につい

ては、取締役会の承認を要

するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －  



 （注）１．新株予約権の目的となる株式数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。 

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げる

ものとします。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の総数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職

等の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとします。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併・会社分割・資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて新株予約権の目的たる株

式の数を調整すべき場合にも必要かつ合理的な範囲で新株予約権の数は適切に調整されるものとします。 

 調整後行使価額 ＝

既発行

株式数
× 

調整前 

行使価額
＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数 

 調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率 



②平成16年12月20日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。 

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 158 158 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 158 158 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 83,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年２月１日 

至 平成26年１月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額   83,000 

資本組入額  50,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受 

 けた者は、権利行使時に 

 おいても当社役員又は当

 社従業員の地位にあるこ 

 とを要する。ただし、定 

 年退職その他正当な理由 

 のある場合にはこの限り 

 でない。 
同左 

② 対象者の相続人による 

 新株予約権の行使は認め 

 られないものとする。た 

 だし、対象者が業務上の 

 災害等で死亡した場合 

 は、対象者の相続人が新 

 株予約権を行使すること 

 ができるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡につい

ては、取締役会の承認を要

するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 



上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げる

ものとします。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の総数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職

等の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとします。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併・会社分割・資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて新株予約権の目的たる株

式の数を調整すべき場合にも必要かつ合理的な範囲で新株予約権の数は適切に調整されるものとします。 

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

 調整後行使価額 ＝

既発行

株式数
× 

調整前 

行使価額
＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数 

 調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年４月１日～ 

 平成19年９月30日 
－ 3,274 － 210,575 － 58,465 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

キャリアバンク株式会社 札幌市中央区北５条西５丁目７sapporo55 2,051 62.64 

畔栁 一郎 東京都千代田区 76 2.32 

岡内 朋子 山口県下関市 57 1.74 

青木 和智 札幌市南区 51 1.55 

熊谷 浩二 札幌市中央区 40 1.22 

山鹿 時子 札幌市中央区 40 1.22 

目時 伴雄 さいたま市北区 35 1.06 

齋藤 壮一 東京都江東区  32 0.97 

岡内 儀春 山口県下関市 30 0.91 

阪本 紘彰 横浜市戸塚区 25 0.76 

計 － 2,437 74.43 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

      該当事項はありません。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、札幌証券取引所アンビシャスにおけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,274 3,274 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 3,274 － － 

総株主の議決権 － 3,274 － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 203,000 180,000 180,000 175,000 164,000 160,000 

最低（円） 165,000 150,000 160,000 139,000 139,000 140,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１  現金及び預金   247,931 207,522 268,082 

２  売掛金   25,211 29,572 27,325 

３  その他   4,088 3,349 1,702 

貸倒引当金   △78 △843 △881 

流動資産合計     277,153 92.1 239,601 73.5   296,229 82.3

Ⅱ 固定資産       

１  有形固定資産 ※１     

 （1）建設仮勘定   － 14,913 9,942 

 （2）その他   4,380 9,271 7,749 

            計   4,380 24,184 17,691 

２  無形固定資産       

（1）ソフトウェア   15,721 12,000 13,549 

（2）ソフトウェア 
   仮勘定 

  － 45,265 28,426 

    計   15,721 57,266 41,975 

３  投資その他の資産   3,627 5,104 3,828 

固定資産合計     23,729 7.9 86,555 26.5   63,496 17.7

資産合計     300,882 100.0 326,156 100.0   359,726 100.0 

        

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１  買掛金   4,080 3,455 2,938 

２  未払金   1,801 3,375 30,143 

３  未払法人税等   604 2,735 8,171 

４  その他 ※２ 6,998 9,166 10,467 

流動負債合計     13,485 4.5 18,732 5.7   51,720 14.4

Ⅱ 固定負債       

１  繰延税金負債   － 17 67 

固定負債合計     － － 17 0.0   67 0.0

負債合計     13,485 4.5 18,750 5.7   51,788 14.4

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

 （純資産の部）         

Ⅰ  株主資本       

  １  資本金     210,575 70.0 210,575 64.6   210,575 58.5

  ２  資本剰余金       

    (1)  資本準備金   58,465 58,465 58,465 

 資本剰余金合計     58,465 19.4 58,465 17.9   58,465 16.3

  ３  利益剰余金       

 (1)  利益準備金   272 272 272 

 (2)  その他利益剰余金       

    繰越利益剰余金   18,118 38,067 38,524 

     利益剰余金合計     18,390 6.1 38,339 11.7   38,797 10.8

    株主資本合計     287,430 95.5 307,379 94.2   307,837 85.6

Ⅱ  評価・換算差額等       

 １  その他有価証券評価  
   差額金 

    △33 △0.0 26 0.1   100 0.0

   評価・換算差額等合計     △33 △0.0 26 0.1   100 0.0

 純資産合計     287,397 95.5 307,405 94.3   307,937 85.6 

  負債純資産合計     300,882 100.0 326,156 100.0   359,726 100.0 

        



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     103,243 100.0 144,508 100.0   271,963 100.0 

Ⅱ 売上原価     63,643 61.6 82,524 57.1   161,848 59.5

売上総利益     39,599 38.4 61,984 42.9   110,114 40.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    35,420 34.4 56,859 39.4   74,573 27.4

営業利益     4,179 4.0 5,124 3.5   35,540 13.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   402 0.4 360 0.3   1,771 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   8,793 8.5 － －   8,793 3.2

経常利益又は経常
損失（△） 

    △4,211 △4.1 5,485 3.8   28,518 10.5

Ⅵ 特別利益 ※３   － － 2 0.0   － －

Ⅶ 特別損失 ※４   4,249 4.1 － －   4,249 1.6

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

    △8,461 △8.2 5,488 3.8   24,269 8.9

法人税、住民税及
び事業税 

  150   2,207 11,471   

法人税等調整額   △1,459 △1,308 △1.3 463 2,671 1.9 △456 11,015 4.0

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    △7,152 △6.9 2,816 1.9   13,253 4.9

             



③【中間株主資本等変動計算書】 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金 
合計 

利益準備金 

その他
利益剰余金 

利益剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金  

平成18年３月31日 残高 
（千円）

187,200 20,130 20,130 － 28,267 28,267 235,597 

中間会計期間中の変動額              

新株の発行 23,375 38,335 38,335       61,710 

剰余金の配当（注）       272 △2,996 △2,724 △2,724 

中間純損失         △7,152 △7,152 △7,152 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

              

中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

23,375 38,335 38,335 272 △10,148 △9,876 51,833 

平成18年９月30日 残高 
（千円）

210,575 58,465 58,465 272 18,118 18,390 287,430 

 

評価・換算差額等 

純資産合計  その他有価証券 
 評価差額金 

 評価・換算 
 差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円）

－ － 235,597 

 中間会計期間中の変動額      

  新株の発行     61,710 

  剰余金の配当（注）     △2,724 

  中間純損失     △7,152 

  株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

△33 △33 △33 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

△33 △33 51,800 

平成18年９月30日 残高 
（千円）

△33 △33 287,397 



 当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金 
合計 

利益準備金 

その他
利益剰余金 

利益剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（千円）

210,575 58,465 58,465 272 38,524 38,797 307,837 

中間会計期間中の変動額              

剰余金の配当         △3,274 △3,274 △3,274 

中間純利益         2,816 2,816 2,816 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

              

中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

－ － － － △457 △457 △457 

平成19年９月30日 残高 
（千円）

210,575 58,465 58,465 272 38,067 38,339 307,379 

  評価・換算差額等 

純資産合計 
   その他有価証券 

 評価差額金 
 評価・換算 
 差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（千円）

100 100 307,937 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △3,274 

中間純利益     2,816 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

△73 △73 △73 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

△73 △73 △531 

平成19年９月30日 残高 
（千円）

26 26 307,405 



  前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金 
合計 

利益準備金 

その他
利益剰余金 

利益剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円）

187,200 20,130 20,130 － 28,267 28,267 235,597 

事業年度中の変動額              

新株の発行 23,375 38,335 38,335       61,710 

剰余金の配当（注）       272 △2,996 △2,724 △2,724 

当期純利益         13,253 13,253 13,253 

株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額（純額） 

              

事業年度中の変動額合計 
（千円）

23,375 38,335 38,335 272 10,257 10,529 72,239 

平成19年３月31日 残高 
（千円）

210,575 58,465 58,465 272 38,524 38,797 307,837 

  評価・換算差額等 

純資産合計 
   その他有価証券 

 評価差額金 
 評価・換算 
 差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円）

－ － 235,597 

事業年度中の変動額      

新株の発行     61,710 

剰余金の配当（注）     △2,724 

当期純利益     13,253 

株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額（純額） 

100 100 100 

事業年度中の変動額合計 
（千円）

100 100 72,339 

平成19年３月31日 残高 
（千円）

100 100 307,937 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税引前中間（当期）純
利益又は税引前中間純
損失（△） 

  △8,461 5,488 24,269

減価償却費   3,155 4,187 7,236

株式交付費   5,367 － 5,367

投資有価証券売却益   △182 － △182

投資有価証券評価損   4,249 － 4,249

売上債権の増減額（△
は増加） 

  810 △2,247 △1,303

営業債務の増加額   2,473 517 1,332

未払費用の増加額   1,568 472 2,085

未払消費税等の増減額
（△は減少） 

  82 △2,224 2,880

その他   527 △1,471 2,171

小計   9,591 4,722 48,107

法人税等の支払額   △6,199 △7,023 △9,499

その他   21 310 144

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  3,414 △1,990 38,751

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の預入による
支出 

  △40,000 － △40,000

定期預金の払戻による
収入 

  40,000 40,000 40,000

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △564 △14,516 △9,413

無形固定資産の取得に
よる支出 

  － △39,574 △6,337

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △7,760 △1,400 △7,760

投資有価証券の売却に
よる収入 

  982 － 982

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △7,342 △15,490 △22,529

 



   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

株式の発行による収入   56,342 － 56,342

配当金の支払額   △2,724 △3,078 △2,724

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  53,618 △3,078 53,618

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額（△は減少） 

  49,689 △20,559 69,840

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  158,241 228,082 158,241

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末(期末)残高 

※ 207,931 207,522 228,082

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

有価証券 

   満期保有目的の債券 

───── 

  

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に 

 基づく時価法（評価差額は全 

 部純資産直入法により処理 

 し、売却原価は移動平均法に 

 より算定）を採用しておりま 

 す。 

 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を 

 採用しております。 

有価証券 

 満期保有目的の債券 

   償却原価法（定額法）を採用 

   しております。 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

      同左 

  

  

  

  

  

 時価のないもの 

      同左 

有価証券 

  満期保有目的の債券 

 ───── 

  

その他有価証券 

    時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく

  時価法（評価差額は全部純資産 

  直入法により処理し、売却原価 

  は移動平均法により算定）を採 

  用しております。 

  

  時価のないもの 

       同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

  耐用年数は以下のとおりであ 

 ります。 

  器具及び備品  ５～６年 

  車両運搬具   ４～６年 

  

 なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採

用しております。 

(1）有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

   耐用年数は以下のとおりであ 

 ります。 

  建物付属設備    15年 

  器具及び備品  ５～６年 

  車両運搬具   ４～６年 

  なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採

用しております。 

(1）有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

  耐用年数は以下のとおりであ 

 ります。 

  建物付属設備    15年 

  器具及び備品  ５～６年 

  車両運搬具   ４～６年  

 なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採

用しております。 

    

  

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 なお、この変更に伴う損益へ

の影響は軽微であります。 

（追加情報） 

 法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

 なお、この変更に伴う損益へ

の影響は軽微であります。 

  

  

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー計

算書（キャッシュ・フロー

計算書）における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財 

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は287,397千円であります。 

  なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

 ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は307,937千円であります。 

  なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

3,302千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

    7,013千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

     5,210千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２   ───── 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

  

投資有価証券売却益 182千円

  

受取利息    221千円

  

委託訓練収入    1,445千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２            ───── ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

   

株式交付費 5,367千円

上場関連費用 3,425千円

  株式交付費      5,367千円

上場関連費用      3,425千円

※３            ───── ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３            ───── 

  貸倒引当金戻入    2千円   

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４            ───── ※４ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 4,249千円   

  

投資有価証券評価損  4,249千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 965千円

無形固定資産 2,190千円

有形固定資産    1,993千円

無形固定資産      2,194千円

有形固定資産      2,874千円

無形固定資産      4,362千円



  （中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注） 普通株式の発行済株式総数の増加550株は、平成18年４月３日の公募増資による新株発行によるものでありま 

   す。 

２．新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

   配当金支払額 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 ２．新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

   ３．配当に関する事項 

   配当金支払額 

  
前事業年度末株式数 

   （株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注） 2,724 550 － 3,274 

合計 2,724 550 － 3,274 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 2,724 1,000  平成18年３月31日  平成18年６月28日

  
前事業年度末株式数 

   （株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

 発行済株式        

  普通株式 3,274 － － 3,274 

合計 3,274 － － 3,274 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 3,274 1,000  平成19年３月31日  平成19年６月28日



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注） 普通株式の発行済株式総数の増加550株は、平成18年４月３日の公募増資による新株発行によるものでありま 

   す。 

２．新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 (２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前事業年度末株式数 

   （株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注） 2,724 550 － 3,274 

合計 2,724 550 － 3,274 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 2,724 1,000  平成18年３月31日  平成18年６月28日

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 3,274 利益剰余金 1,000  平成19年３月31日  平成19年６月28日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

     前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

        該当事項はありません。 

  

     当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

        該当事項はありません。 

  

        前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

        該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

 間貸借対照表に掲記されている科目の金額 

 との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

 間貸借対照表に掲記されている科目の金額 

 との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対 

 照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

（千円） （千円） （千円） 

現金及び預金勘定 247,931 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△40,000 

現金及び現金同等物 207,931 

現金及び預金勘定 207,522 

現金及び現金同等物 207,522 

現金及び預金勘定 268,082 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△40,000 

現金及び現金同等物 228,082 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日）  

  １．その他有価証券で時価のあるもの 

 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 (注) 非上場株式について4,249千円減損処理を行っております。 

    なお、当該株式の減損にあたっては、中間会計期間末における実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した 

   場合には原則として減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考 

    慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。  

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの 

 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

        １．その他有価証券で時価のあるもの 

     ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 (注) 非上場株式について4,249千円減損処理を行っております。 

    なお、当該株式の減損にあたっては、当事業年度末における実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した場合

  には原則として減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して

  必要と認められた額について減損処理を行っております。  

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 960 904 △56 

合計 960 904 △56 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

  その他有価証券   

非上場株式 1,750 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 960 1,004 44 

合計 960 1,004 44 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

  その他有価証券   

非上場株式 3,150 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 960 1,128 168 

合計 960 1,128 168 

  貸借対照表計上額（千円） 

  その他有価証券   

非上場株式 1,750 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

   前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   該当事項はありません。  

   当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

   該当事項はありません。  

   前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   当事業年度において存在したストック・オプションの内容 

  （注）１．権利行使時において、当社又は当社グループ役員もしくは当社又は当社グループ従業員の地位にあること 

      を要する。ただし、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りでない。また、協力関係にある取引 

           先については、新株予約権発行の取締役会決議により、当社と割当者との間に締結する「新株予約権割当契 

           約」に定めるところによっております。 

      ２．権利行使時においても当社役員又は当社従業員の地位にあることを要する。ただし、定年退職その他正当 

           な理由のある場合にはこの限りでない。 

      ３．旧商法第280条の20及び21の規定に基づく新株予約権であります。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  平成16年ストック・オプション 平成17年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人 

 数 

   当社取締役   3名 

   当社監査役   1名 

     当社従業員  6名 

   その他   10名 

   当社取締役   3名 

   当社監査役   1名 

     当社従業員  5名   

 株式の種類別のストッ

ク・オプションの数 
 普通株式 663株  普通株式 158株 

 付与日  平成16年１月26日  平成17年１月21日 

 権利確定条件  （注）１  （注）２ 

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません、   同左 

 権利行使期間 
 自 平成20年２月１日 至 平成25年１月

31日 

 自 平成21年２月１日 至 平成26年１月

31日 

 権利行使価格（円） 78,000 83,000 

 付与日における公正な評

価単価（円） 
－ － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額、１株当たり中間純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

    期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 87,781.79円

１株当たり中間純損 

失金額 
2,188.65円

１株当たり純資産額 93,893.05円

１株当たり中間純利 

益金額 
860.28円

潜在株主調整後１株当

たり中間純利益金 

額 

807.50円

１株当たり純資産額 94,055.34円

１株当たり当期純利 

益金額 
4,051.85円

潜在株主調整後１株当

たり当期純利益金 

額 

3,549.44円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権を発行しておりますが、中間純

損失を計上しているため記載してお

りません。 

    

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

(△)（千円） 
△7,152 2,816 13,253 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間純損失（△）（千円） 
△7,152 2,816 13,253 

期中平均株式数（株） 3,268 3,274 3,271 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

 普通株式増加数（株） － 214 463 

 （うち新株予約権）         （－）        （214）         （463） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

新株予約権（新株予約

権の数821個） 

なお、「第４ 提出会

社の状況、１ 株式等

の状況、(2) 新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 

 － 

  

 － 

  



（重要な後発事象） 

        該当事項はありません。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第10期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日北海道財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１８年１２月２２日 

株 式 会 社  エ コ ミ ッ ク  

  取 締 役 会 御 中    

  監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤江 正祥      印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 竹内 弘雄      印 

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社エコミックの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１０期事業年度の中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エコミックの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                    以上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社 

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１９年１２月１９日 

株 式 会 社  エ コ ミ ッ ク  

  取 締 役 会 御 中    

  監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤江 正祥      印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 竹内 弘雄      印 

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社エコミックの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エコミックの平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                    以上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社 

が別途保管しております。 
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